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研究要旨
　本研究は，小規模市の発達障害児の支援システムのあり方について検討を行うことを目的
とし，人口20万人未満の市を対象に，行政機関，教育機関，医療機関にアンケート調査を行っ
た。研究期間は 2 年間であり，2 年目である平成29年度の研究成果を本報告書にて報告する。
行政機関へのアンケート調査は，各都道府県からの47市を抽出して実施し32市から回答を得
た。教育機関へのアンケート調査は，多治見市，瑞浪市，山梨市，南相馬市，いわき市，会
津若松市，また，医療機関へのアンケート調査は，多治見市，瑞浪市，山梨市，糸島市を対
象とし，各市を担当する研究協力者によって実施された。行政機関へのアンケートから，大
部分の小規模市において，発達障害児支援の中核センターとなる基幹施設が設置されておら
ず，つなぎの支援を行う上での地域システムの課題が浮かび上がった。一方で，学校，保育
所，幼稚園の支援においては，専門家の巡回等の後方支援の実施によって支援の質を担保で
きている市が多かった。教育機関，医療機関を対象とした支援ニーズの調査では，前回まで
の調査と同様，学齢期児童の約 1 割に発達障害児支援が必要とされていることが示唆された。
本研究によって，小規模市における発達障害児支援システムの現状と課題を明らかにするこ
とができた。小規模市の実情を踏まえた支援体制の構築が望まれる。

Ａ．研究目的
　発達障害児を効果的に支援するためには，
地域特性に応じたシステムを構築することが
求められている。本研究は，小規模市におけ

る発達障害児の支援システムの現状と課題を
明らかにし，小規模市の今後の支援システム
構築に役立てることを目指している。研究期
間は 2 年間であり，本報告書では 2 年目であ
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る平成29年度の研究成果について報告する。
　本年度は全国各都道府県の小規模市の行政
担当者にアンケートを依頼し，各市の発達障
害児の支援体制に関する調査を実施した。全
国的な調査によってわが国の発達障害児の支
援体制の実態を明らかにすることが目的であ
る。また，支援システムの対象児数の推定を
行うことを目的に，昨年度に引き続いての教
育機関へのアンケート調査および医療機関へ
のアンケート調査を行った。

Ｂ．研究方法
1 ．行政機関へのアンケート調査
　発達障害児の支援状況に関するアンケート
調査を，47市の行政担当者に依頼した。対象
は全国の人口20万人未満の市のうち各都道府
県で標準的な規模の人口を有する小規模市と
し，各都道府県から 1 市ずつ有意抽出した。
アンケートの内容は別紙（42ページ）のとお
り発達障害児の支援体制に関するものであ
り，得られた回答をもとに，発達障害児支援
の現状と課題について分析した。

2 ．教育機関へのアンケート調査
　調査対象は，人口20万人未満の小規模市で
ある岐阜県多治見市，岐阜県瑞浪市，山梨県
山梨市，福島県南相馬市，福島県会津若松市
とした。平成25年度～27年度「発達障害児と
その家族に対する地域特性に応じた継続的な
支援の実施と評価」の調査および本研究にお
いて平成28年度に実施した調査と同一コホー
トである平成29年度の小学 5 年生を主な調査
対象とし，発達障害またはその疑いがあるこ
とが把握されている子どもに関するアンケー
トを各市の教育機関に依頼した。得られた回
答をもとに，支援システムの対象となる児童
数を推定した。

3 ．医療機関へのアンケート調査
　調査対象は，岐阜県多治見市，岐阜県瑞浪
市，山梨県山梨市，福岡県糸島市とした。各
市において発達障害児の診療を行っている医
療機関にアンケートを依頼し，発達障害と診
断した児について，診断別および知能区分別
に件数の調査を行った。

（倫理面への配慮）
　「 1 ．行政機関へのアンケート調査」は行
政システムに関する調査であり個人情報を含
む内容ではないためインフォームド・コンセ
ントは不要であり，信州大学医倫理委員会の
承認を得た上で実施した。「 2 ．教育機関へ
のアンケート調査」「 3 ．医療機関へのアン
ケート調査」は研究対象者への侵襲的介入が
ない疫学研究であり，信州大学医倫理委員会
の承認を得た上で実施した。研究結果を公表
する際には，原則として特定可能な個人情報
を排した上で数値化されたデータのみを統計
学的手法によって処理した。各地域で集めた
個票は匿名化し，研究代表者は匿名化された
データを集約して統計解析した。

Ｃ．研究結果
1 ．行政機関へのアンケート調査
　調査対象となった47市のうち，32市（回収
率68.1％）から回答を得た。結果の詳細は別
紙（34ページ）のとおりである。発達障害児
の診療を行う医療機関が市内にあると回答し
た市は18市であった。診療機能と児童発達支
援センターとを統合した基幹施設を有すると
回答した市は 5 市であったのに対し診療機能
のない児童発達支援センターを有すると回答
した市は14市であった。29市が市内に児童発
達支援事業所があると回答し，そのうちすべ
て民間であると回答したのは18市であった。
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すべての市が放課後等デイサービス事業所を
有しており，そのうち28市では民間の事業所
のみであった。障害児相談支援事業所もすべ
ての市に設置されており，そのうち23市では
民間の事業所のみであった。保育園，幼稚園，
認定こども園等に在籍する発達障害児・知的
障害児について，専門家の巡回等による後方
支援は28の市で行われていた。また，小中学
校に在籍する発達障害児・知的障害児につい
ての専門家の巡回等による後方支援も28の市
で行われていた。市に発達障害支援の相談窓
口となる発達支援室（センター）などの部署
を設置しているのは 9 市のみであった。職員
を対象とした発達障害・知的障害に関する研
修プログラムを，市主催の事業または市の予
算で定期的に行っていると回答した市は13市
のみであった。
　
2 ．教育機関へのアンケート調査
　多治見市，瑞浪市の小学校，山梨市，南相
馬市，いわき市の小中学校，会津若松市の保
育園・幼稚園・こども園等施設からの回答を
得た。主な調査対象であったH29年度の小学
5 年生の対象者人数は，山梨市289名，多治
見市956名，瑞浪市307名，南相馬市338名で
あった。平成29年度の小学 5 年生で発達に何
らかの遅れや偏りがあると考えられた児童
は，山梨市9.3%，多治見市10.5%，瑞浪市
12.4%，南相馬市16.9%であった。
　教育機関へのアンケート調査結果の詳細は
各市の報告書に記載されている。

3 ．医療機関へのアンケート調査
　多治見市，瑞浪市，山梨市，糸島市の医療
機関からの回答を得た。主な調査対象であっ
た各市内在住のH29年度の小学 5 年生におけ
る発達障害の有病率は，医療機関で把握され

た診断数を元に算出すると多治見市4.9％，
瑞浪市3.9％，山梨市8.9％，糸島市6.2％であっ
た。
　医療機関へのアンケート調査結果の詳細は
各市の報告書に記載されている。

Ｄ．考察
　発達障害児の支援状況に関する行政機関へ
のアンケート調査では，小規模市における発
達障害児支援システムの実態を調査した。ま
た，教育機関及び医療機関を対象としたアン
ケートでは，平成25年度～27年度「発達障害
児とその家族に対する地域特性に応じた継続
的な支援の実施と評価」の調査を継続する形
で，学校および医療機関で発達障害やその疑
いがあることが把握されている子どもの実数
調査を行った。
　行政機関へのアンケートの結果からは，対
象となった小規模市の発達障害児支援システ
ムの現状と課題を把握することができた。平
成25年度～27年度「発達障害児とその家族に
対する地域特性に応じた継続的な支援の実施
と評価」において提言された小規模市の発達
障害支援の在り方がどの程度実現しているか
を，本アンケートの結果から検証し，内容を
表 1 に示した。
　ハード面においては，小規模市では，診療
機能を有する療育センターはもちろん，診療
機能を持たない児童発達支援センターも有し
ていない市が多いことが明らかとなった。一
方，ソフト面においては，ほとんどの市にお
いて保育園や幼稚園の支援の質を向上させる
ために巡回等の後方支援が実施されているこ
とが確認できた。さらに，多くの市が人材の
育成と供給に力を入れていたが，市単独では
なく都道府県または圏域の後方支援を要する
と回答した市が過半数であった。
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Ｅ．結論
　小規模市は，大都市とくらべて人口当たり
の支援者の数が多い一方で，専門性の高い
サービスが得られにくいという現状がある。
保育所・幼稚園における巡回相談等は，小規
模市で専門性や妥当性を担保するために有効
であり，多くの市で実施されていることが本
研究で明らかになった。また，専門職の確保
や人材育成のための研修プログラムの実施に
関しては，市単独では困難であるため，都道
府県の施策の中での実施が望ましいことが示
された。
　支援の中核センターを持たない小規模市が
継続的な支援を行う上では，つなぎの支援の
在り方が大きな課題である。小規模市である
強みを生かした多職種連携の顔の見える支援
を行うことで，ライフサイクルに応じた途切
れない支援を提供できている市も存在する。
しかし，スムーズなつなぎの支援を促進し，
さらには，巡回支援や訪問支援の調整と連携，
人材育成のための研修，専門医療とのつなぎ
等を行っていくためには，各市に，発達障害
の支援に特化して企画，調整，連携を行える，
中核機能を担う組織の設置が望まれる。
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表 1 ：提言と現状

・提言：中核機能を担う組織の設置
・現状： 中核機能を担う組織が設置され

ている市は少ない
　　 　診療機能のある基幹施設の設置
 …有効回答の17.9％
　　 　 発達支援室（センター）などの

設置　 …有効回答の28.1％
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